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＜要 旨＞ 

 本研究では、SC が移行期支援により積極的に関与できるようにするために、SC を対象とした研

修を行い、その効果を検証した。研究Ⅰとして、当事者と保護者の移行期支援ニーズに関する調査

を行った。その結果、各移行期において、当事者は対人関係や学習面での困り感を抱え、新しい環

境に馴染むことに困難さを示していた。また保護者は発達段階に応じた子どもの状態像や将来に対

する不安や迷い、困難さを抱えており、その困り感に対して相談先を求めていた。研究Ⅱでは移行

期に特化したコンサルテーションスキルトレーニングおよび移行期支援に関する知識についての

講義による研修を実施した。講義には当事者と保護者の支援ニーズに関する知識の他、SC の移行

期支援行動の内容を含めた。その結果、4 名中 2 名で移行期支援行動尺度得点が上昇し、移行期支

援を実践することができたという結果となった。SC が移行期支援により関与できるようになるた

めには、SC の臨床経験や学習経験に応じた研修内容の検討が必要であると結論づけられた。 
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【はじめに】 

 学校移行期は環境の大きな変化を伴い、それを

経験する子どもにストレスや恐れなどの心理的

な影響を与えるとされている（Simmons et al., 
1987；van Rens et al., 2017）。特に不安が強い、

発達障害を有する等特別な支援ニーズを有する

子どもは移行期に影響を受けやすいため

（Evangelou et al., 2008 ; Symonds, 2015）、移

行期支援が適切に行われることが重要である（笹

森、2017；徳永、2017）。文部科学省（2013）は

移行支援及び一貫した教育支援を求めており、支

援内容を次の機関に着実に引き継ぐ切れ目ない

支援の重要性を示している。 
 移行期にどのような支援が必要か、子どもや保

護者の支援ニーズに焦点をあてた研究がいくつ

か見られる。たとえば東海林・橋本（2009）は、

知的障害児・発達障害児の保護者を対象に、就学

前後の支援ニーズを調査した。就学後に友達との

関わりや集団参加に必要なスキルに関して困り

感が生じるとした。また斎藤・中井（2016）は発

達障害児の保護者を対象に保幼小連携に関する

支援ニーズを調査し、「友人関係の悩みへの支援」

「園・教師に求める支援」「進学への不安に対す

る支援」ニーズをそれぞれカテゴリ化して整理し

た。このように移行期の支援ニーズに着目した研

究は見られるものの、保幼小の時期が中心である

こと、また当事者を対象としたニーズ調査は、篠

田ら（2017）が発達障害の大学生を対象とした研

究がある程度で、ほとんど見られない。各移行期

の支援ニーズの把握は十分ではない現状にある。 
 子どもや保護者への支援を担う立場として現

在、スクールカウンセラー（以下 SC）が、小学

校から高校の各学校段階に配置されている。SC
は不登校状態にある児童生徒・発達障害を有する

児童生徒やその保護者と面談等を行っており、子

どもや保護者の不安な気持ちを支える、支援シー

トからの情報を読み取り支援に生かすなどの移

行期支援を行っている（杉﨑、2014）。学校間連

携による移行期支援は主に教員間で行われてい

るが（笹森、2017；浦山ら、2014）、移行期にお

いて情報が十分に引き継がれないと教師が児童

生徒への指導に困難感を生じること、教師が自己

有能感をもてるようなコンサルテーションシス

テムの開発の必要性が指摘されている（別府、

2013）。SC はコンサルテーションを通して教員を
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サポートしており（石原、2016；土井、2022）、
移行期支援においてもコンサルテーションを通

して教員サポートを行っていることが示されて

いる（杉﨑・飯田、2023）。 
 学校コンサルテーションに関して、小林・庄司

（2014）では、コンサルタントの姿勢、スキルと

コンサルテーションの有効感との関連を検討し

ている。コンサルティ対象とコンサルタント対象

の「コンサルテーション有効感尺度（CES)」等を

作成し、関連要因との検討から、学校臨床経験年

数 3年未満の経験の浅いコンサルタントで有効感

が低い結果が見られている。さらに石原（2016）
は学校コンサルテーションに関する論文をレビ

ューし、コンサルテーション開始はコンサルティ

からの依頼が多いが、児童保護者からや SC から

の働きかけもあることを示した。 
 限られた時間で勤務する SC にとって、教員へ

のコンサルテーションは自身の専門性を児童生

徒の支援や学校全体に生かすために鍵となる援

助方法であるが、SC のコンサルテーションスキ

ルの向上に焦点を当てた研究は国内では僅少で

ある。SC を対象とした研究ではないが、脇・須

藤（2020）は特別支援教育コーディネーターを対

象として、コンサルテーションスキル（問題解決

スキル、対人関係スキル）獲得のためのトレーニ

ングを実施している。短期集中型の介入と現場実

践を挟んだ維持とを組み合わせたもので、介入後

に実施した第三者によるコンサルタント有効感

の評定が高まったことから、スキルの獲得と維持

が見られたことを示した。 
 そこで本研究では、 SC を対象としたコンサル

テーションスキルと移行期支援の内容の研修を

行い、その効果を検証する。その目的は、SC が

移行期支援で役割を果たし、学校の移行期支援を

促進することである。そのために 2 つの研究を実

施する。研究Ⅰとして当事者と保護者を対象とし

た移行期の支援ニーズに関する調査を行う。研究

Ⅱとして SC を対象として、移行期に特化したコ

ンサルテーションスキルのトレーニングおよび

当事者と保護者の支援ニーズを踏まえた移行期

支援に関する知識を含む研修を実施し、どのよう

な移行期支援ができるようになるかの検証を行

う。 
 なお本研究は、第一筆者が所属する大学院であ

る筑波大学倫理審査委員会の承認を得た。 
 

研研究究ⅠⅠ  

 研究Ⅰでは、当事者と保護者を対象とした移行

期の支援ニーズを調査した。マーケティングリサ

ーチ会社である株式会社クロス・マーケティング

による Web 調査によりデータ収集を行った。 

【方法】 

調査時期 2023 年 10 月 
質問内容 次の学校段階にあがったときに困っ

たこと、受けた支援内容、進学や就職時に欲しか

った支援について自由記述で回答を求めた。 
対象者 発達障害を有するまたは不登校経験の

ある当事者（19～25 歳）100 名。および発達障害

を有するまたは不登校経験のある子ども(19 歳～

25 歳)を持つ保護者 100 名。 
【結果】 

１．回答者の属性 

 当事者は 19 歳～25 歳（M＝22.38、SD＝1.87）。
男性 26 名、女性 72 名、その他 2 名。発達障害の

当事者 25 名、不登校経験がある当事者 59 名、発

達障害があり、かつ不登校経験がある当事者 16
名。発達障害の当事者の内訳は LD12 名、

ADHD18 名、ASD23 名。 
 保護者は男性 55 名、女性 43 名。43 歳～69 歳

（M＝54.87、SD＝5.73）。発達障害の子どもの保

護者 42 名、不登校経験がある子どもの保護者 42
名、発達障害があり、かつ不登校経験がある子ど

もの保護者 16 名。発達障害の子どもの内訳は

LD8 名、ADHD25 名、ASD27 名。子どもは男性

53 名、女性 47 名。子どもの年齢 19 歳～25 歳（M
＝21.77、SD＝1.94）。 
２．当事者の自由記述の結果 

（1）幼保から小学校への移行期について 
当事者の自由記述の回答を、KJ 法（川喜田、

1967）を援用して分類した。まず幼保から小学校

への移行期（以下、幼保→小と示す）に困ったこ

とは、「友達作りの難しさ」が 12 件、「特性によ

る困難」が 10 件、「周囲への馴染めなさ」が 8 件

と多くみられた。他の項目として「慣れた環境と

離れることの不安」「いじめの困り感」「学校生活

の負担」「漠然とした不安」「学習面の不安」「先

生との関係作りの難しさ」「相談先の無さ」が挙

げられた。「その他」「覚えていない」「わからな

い」「困らなかった」「特にない」は 49 件（全体

の 48.5％）であった。 

 幼保→小で受けた支援は、「入学前の説明」が 9
件、「先生との面談」が 5 件と多くみられた。他

の項目として「同級生の紹介」「個別の配慮」「付

き添い」「相談」が挙げられた。「その他」「覚え

ていない」「わからない」「困らなかった」「特に

ない」は 73 件（全体の 75.3％）であった。 

 幼保→小で欲しかった支援は、「学校で過ごし

やすい支援」が 7 件、「カウンセリング」が 5 件

と多くみられた。他の項目として「人との関わり

方の支援」「特性への支援」「先生との関係作り」

「わからないことへの情報」「支援に特化した学

校」「友達作りの支援」「経済的支援」「情報の共
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有」「読み書きの支援」が挙げられた。「その他」

「覚えていない」「わからない」「特にない」は 63
件（全体の 65.6％）であった。 

（2）小学校から中学校への移行期について 

当事者が小学校から中学校への移行期（以下、

小→中と示す）に困ったことは、「友達作りの難

しさ」と「いじめの困り感」が 7 件、「環境の変

化への適応の難しさ」と「小学校との違い」が 6
件と多くみられた。他の項目として「クラスへの

馴染めなさ」「特性による困難」「学習面の遅れ」

「人間関係の変化への緊張」「学びの場への不適

応」「先生との関係作りの難しさ」「先輩との関係

の難しさ」「進路」「相談先の無さ」「受験が大変」

が挙げられた。「覚えていない」「わからない」「困

らなかった」「特にない」は 48 件（全体の 46.6％）

であった。 

 小→中で受けた支援は、「先生に相談」が 6 件、

「不登校への配慮」が 5 件と多くみられた。他の

項目として「配慮の依頼」「事前の先生との面談」

「支援員」「親に相談」「幼なじみの協力」「相談

室紹介」「体験授業」「相談しない」が挙げられた。

「その他」「覚えていない」「わからない」「困ら

なかった」「特にない」は 74 件（全体の 75.5％）

であった。 

 小→中で欲しかった支援は、「入学前準備・配

慮」と「学校側の支援体制」が 6 件と多くみられ

た。他の項目として「学習支援」「教師の理解」「い

じめ対応」「人間関係への配慮」「機関との連携」

「進路情報」「カウンセリング」が挙げられた。「覚

えていない」「わからない」「特にない」は 68 件

（全体の 65.6％）であった。 

（3）中学校から高校への移行期について 

当事者が中学校から高校への移行期（以下、中

→高と示す）に困ったことは、「いじめの困り感」

と「環境の変化への適応の難しさ」が 6 件、「人

間関係のつらさ」「登校への不安」「学習面の遅れ」

が 5 件と多くみられた。他の項目として「通学の

負担」「友達作りの難しさ」「先生の理解の必要性」

「周囲に理解してもらえないこと」「特性による

困難」「情報不足」「相談先の無さ」「経済的負担」

が挙げられた。「その他」「覚えていない」「わか

らない」「困らなかった」「特にない」は 54 件（全

体の 57.4％）であった。 

 中→高で受けた支援は、「SC、SSWの利用」が 9
件、「先生への相談」が 6 件と多くみられた。他

の項目として「本人に合った学校での支援」「入

学前面接」「学習支援」「経済的支援」が挙げられ

た。「その他」「覚えていない」「わからない」「特

にない」は 70 件（全体の 75.3％）であった。 

 中→高で欲しかった支援は、「人間関係への配

慮」が 7 件と多くみられた。他の項目として「カ

ウンセリング」「特性への配慮」「学習支援」「進

路相談」「学ぶ場の配慮」「先生との面談」「学校

間の情報の引き継ぎ」「進路先の情報」「経済的支

援」が挙げられた。「その他」「覚えていない」「わ

からない」「特にない」は 65 件（全体の 69.1％）

であった。 

（4）高校から大学・就職への移行期について 

当事者が高校から大学・就職への移行期（以下、

高→大就と示す）に困ったことは、「学習面の遅

れ」が 5 件と多くみられた。他の項目として「友

達作りの難しさ」「大学の授業システムの複雑さ」

「人づきあいの難しさ」「通学負担」「環境の変化

への適応の難しさ」「特性による困難」「学校に理

解してもらえないこと」「学部選択の迷い」「不安」

「経済的負担」が挙げられた。「その他」「わから

ない」「特にない」は 50 件（全体の 61.7％）で

あった。 

 高→大就で受けた支援は、「事前の大学説明」

が 4 件、「カウンセリングや病院の紹介」が 3 件

と多くみられた。他の項目として「面接練習」「学

習支援」が挙げられた。「その他」「覚えていない」

「わからない」「特にない」は 68 件（全体の

87.2％）であった。 

 高→大就で欲しかった支援は、「就労先、制度

の紹介」が 4 件と多くみられた。他の項目として

「大学入学後の情報」「相談先」「経済的支援」「面

接練習やマナー」「学習支援」「通えない場合の配

慮」「勤務先の理解」「同じ境遇の人の情報」が挙

げられた。「その他」「わからない」「通っていな

い」「特にない」は 70 件（全体の 76.1％）であ

った。 

３．保護者の自由記述の結果 

（1）幼保から小学校への移行期について 

 保護者の自由記述の回答も同様に、KJ 法を援

用して分類した。幼保→小に困ったことは、「特

性による困難」が 14 件、「通学困難」と「コミュ

ニケーションをとることの難しさ」が 6 件と多く

みられた。他の項目として「友達作りの難しさ」

「いじめの心配」「学習面の遅れ」「周囲への馴染

めなさ」「先生との関係作りの難しさ」「分からな

いことの多さ」「生活リズムの変化」「相談の必要

性」「学びの場の選択」が挙げられた。「その他」

「特にない」は 48 件（全体の 46.2％）であった。 

 幼保→小で受けた支援は、「先生からの支援」

「入学前の説明や練習や面談」が 6 件、「特別支

援教室や通級の見学や体験」が 5 件と多くみられ

た。他の項目として「外部機関での相談」「学校

生活や体制の説明」「学校間の情報の引き継ぎ」

「相談」が挙げられた。「その他」「覚えていない」

「わからない」「特にない」は 76 件（全体の

75.2％）であった。 
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 幼保→小で欲しかった支援は、「学校生活の説

明」と「本人に合わせた支援」が 7 件、「相談先」

が 5 件と多くみられた。他の項目として「先生の

理解」「スムーズな情報共有」「経済的支援」が挙

げられた。「その他」「わからない」「十分な支援

に満足」「特別な支援は必要ない」「特にない」は

73 件（全体の 71.6％）であった。 

（2）小学校から中学校への移行期について 

 保護者が小→中に困ったことは、「通学困難」

が 9 件、「学習面の遅れ」「いじめへの心配・困り

感」「友達づきあいの悩み」が 6 件と多くみられ

た。他の項目として「特性による困難」「先生と

の関係構築の難しさ」「周囲への馴染めなさ」「環

境の変化への適応の難しさ」「学校の理解・支援

の必要性」「学びの場の選択に関する迷い」「情報

の引き継ぎの不備」「相談先の無さ」が挙げられ

た。「その他」「特にない」は 57 件（全体の 53.8％）

であった。 

 小→中で受けた支援は、「事前の先生との面談」

が 10 件、「支援学級などの別室支援」が 6 件と多

くみられた。他の項目として「入学前体験」「先

生による支援」「学校間の情報の引き継ぎ」「外部

機関での相談」「友人の助け」が挙げられた。「そ

の他」「わからない」「特にない」は 65 件（全体

の 70.7％）であった。 

 小→中で欲しかった支援は、「相談」が 9 件、「理

解ある先生の配置」が 8 件、「クラスメイトとの

交流、助け」が 7 件、「本人に合った支援」が 6
件と多くみられた。他の項目として「居心地のよ

い環境」「先生との面談」「学習支援」「学校生活

の情報」「経済的支援」「学校間の情報の引き継ぎ」

が挙げられた。「その他」「わからない」「よく支

援してもらった」「支援が必要と思わない」「特に

ない」は 66 件（全体の 63.5％）であった。 

（3）中学校から高校への移行期について 

 保護者が中→高に困ったことは、「環境の変化

による心身不調」が 9 件、「不登校に関する心配」

と「適切な進学先選び」が 8 件と多くみられた。

他の項目として「学習面の遅れ」「通学の負担」「学

校に理解してもらえないこと」「周囲への馴染め

なさ」「友達づきあいの悩み」「金銭的な心配」「い

じめの困り感」が挙げられた。「その他」「学校が

合って楽だった」「進学していない」「特にない」

は 50 件（全体の 50.0％）であった。 

 中→高で受けた支援は、「治療やカウンセリン

グ」が 14 件、「先生による支援」が 8 件と多くみ

られた。他の項目として「本人に合わせた支援」

「先生との面談」「入学時の先生との話し合い」

「保健室登校」「学校間の情報の引き継ぎ」「説明

会」「学習支援」が挙げられた。「その他」「特に

ない」は 65 件（全体の 63.1％）であった。 

 中→高で欲しかった支援は、「スクールカウン

セラーによる支援」が 7 件、「学校制度の見直し」

が 6 件と多くみられた。他の項目として「進路指

導」「授業形態の選択肢」「本人に合った対応」「専

門性のある教師の配置」「居場所づくり」「学習支

援」「中高連携」「学校生活の説明」「面談」「授業

体験」「気軽な相談・検査」「経済的支援」が挙げ

られた。「その他」「本人に合った学校だった」「特

にない」は 63 件（全体の 60.6％）であった。 

（4）高校から大学・就職への移行期について 

 保護者が高→大就に困ったことは、「進学や就

職先の選択肢およびその情報の無さ」が 11件、「通

学困難」が 6 件と多くみられた。他の項目として

「自己管理の困難さ」「新しい環境への馴染めな

さ」「大学での支援の無さ」「就職に伴う困難」「精

神的不調」「相談先の無さ」「大学の規模が不安」

「本人の意思決定の困難さ」「経済的問題」「多方

面の支援の必要性」が挙げられた。「その他」「特

にない」は 43 件（全体の 53.8％）であった。 

 高→大就で受けた支援は、「就職先の紹介、就

職相談」が 9 件、「大学の説明・事前相談」が 5
件と多くみられた。他の項目として「相談」「推

薦入学」「本人との面談」「受験対策」「本人に合

わせる」が挙げられた。「その他」「特にない」は

58 件（全体の 72.5％）であった。 

 高→大就で欲しかった支援は、「相談先」が 10
件、「就職支援」が 9 件と多くみられた。他の項

目として「障害者枠での雇用や就労支援の充実」

「障害特性に合わせた学校の選択肢」「生活支援」

「経済的支援」「周囲の理解の支援」「オンライン

授業」「連携、情報交換」「特性に合った支援」「ラ

イフスキル支援」「知能検査など本人の分析」「学

習支援」「本人の特性に合った施設」「話し相手」

「入試制度改革」が挙げられた。「その他」「満足

している」「すべて」「わからない」「特にない」

は 60 件（全体の 60.0％）であった。 

【考察】 

１．当事者と保護者の支援ニーズ 

 まず困ったことについて、当事者では、各移行

期で「友達作りの難しさ」「いじめの困り感」と

いった対人関係に関する困り感と、「周囲への馴

染めなさ」「環境の変化への適応の難しさ」とい

った新しい環境への適応困難の困り感が多くあ

ることが示された。一方、保護者では、幼保→小

や小→中では「特性による困難」「通学困難」「学

習面の遅れ」など、学校に適応して生活や学習に

取り組む上での困難に関する困り感がみられた。

中→高になると「環境の変化による心身不調」「不

登校に関する心配」と、適応ができずに様々な症

状や行動が出現していることによる困り感が目

立ってきていた。また高→大就では「進学や就職
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先の選択肢およびその情報のなさ」「自己管理の

困難さ」など、将来の自立を見すえた選択の際の

困り感がみられた。また年齢とともに子ども自身

が自己管理をしていく必要性が増してきたにも

かかわらず、それが難しいことによると考えられ

る困り感も表出された。幼保→小期の困り感は、

就学後に友達との関わりや集団参加に必要なス

キルに関して困り感が生じるとした東海林・橋本

（2009）の結果と重なるものとなったが、本研究

ではそれに加えて、年齢があがっても友達との関

わりや集団参加に関する困り感が生じること、年

齢があがることにより発達段階に応じた別の困

り感も生じることが示された。 

 次に受けた支援内容については、どの移行期で

も多くはなかったが、少ないながらもみられた回

答では当事者・保護者に共通して、各移行期にお

いて、「入学前の説明」といった事前の情報提供

と、「先生に相談」などの教師への相談、「治療や

カウンセリング」といった専門家への相談が挙げ

られた。 

 最後に欲しかった支援について、当事者では、

「学校で過ごしやすい支援」「特性への配慮」「学

習支援」などの学校生活での過ごしにくさや学習

面での取り組みにくさに対する配慮を求める気

持ちが見てとれた。保護者でも「本人に合った支

援」や「学校制度の見直し」など、本人が学校生

活に馴染めない現状から、その改善を求める気持

ちが表出されていると考えられる結果であった。

また、共通して複数の移行期で「相談先」「カウ

ンセリング」といった相談を求める記載が多数み

られた。 

２．研究Ⅰで得られた知見 

 当事者と保護者の移行期の支援ニーズを踏ま

え、SC が移行期支援で果たせる役割を 2 点述べ

る。1 点は、当事者および保護者のカウンセリン

グニーズに応えることである。各移行期において、

当事者は対人関係や学習面での困り感を抱え、新

しい環境に馴染むことに困難さを示していた。ま

た保護者は発達段階に応じた子どもの状態像や

将来に対する不安や迷い、困難さを抱えており、

その困り感に対して相談先を求めていた。SC は

児童生徒や保護者が外部の相談機関よりも比較

的相談しやすいため（文部科学省、2007）、各移

行期での困り感や不安を把握し、そのカウンセリ

ングニーズに応え得る立場として移行期支援に

携わることが求められる。  

 もう 1 点は、学校に当事者や保護者の支援ニー

ズを伝え、支援体制を整えるための助言を行う役

割である。当事者や保護者は、教師の理解や学校

の支援体制を必要と感じていた。支援ニーズを抱

える当事者と学校との仲立ち的な役割を果たす

こと、学校の相談体制の向上に寄与することも

SC の役割である（文部科学省、2007）。当事者と

保護者の求める支援を踏まえ、教師へのコンサル

テーションを通し、学校の移行期支援を具体的に

形にしていく作業を SC は学校と一緒に検討する

必要がある。 

 

研研究究ⅡⅡ  

 研究Ⅱでは、SC を対象として、移行期に特化

したコンサルテーションスキルのトレーニング

および当事者と保護者の支援ニーズを踏まえた

移行期支援に関する知識を含む研修を実施し、ど

のような移行期支援ができるようになるかの検

証を行った。 
【方法】 

実施時期 2023 年 8 月～2024 年 5 月 
研究参加者 第一筆者が関与する SC 勉強会のメ

ーリングリストによる募集を行い、応募があった

経験年数 2 年以内の SC4 名。SC 経験 1 年目が 2
名、2 年目が 2 名。女性 4 名、平均年齢 45.3 歳

（表 1）。 

表 1．研究参加者の特徴 

 年代 SC 経験 校種 経歴 

A 30 代 1 年目 高校 言語療法士 14 年 

B 20 代 2 年目 中学校 医療領域臨床 2 年 

C 60 代 1 年目 中学校 福祉施設職員 4 年 

D 50 代 2 年目 中学校 心の相談員 7 年 

手続き 以下の 5 段階で実施した。 

pre：架空事例でのコンサルテーション場面を録

画した。事例は、移行期支援に関して担任または

コーディネーターから SC にコンサルテーション

が求められる設定で作成し、コンサルタント役を

研究参加者、コンサルティ役を第一筆者または経

験年数 20 年以上の SC が務めた。脇・須藤（2020）
の問題解決スキル 24 項目、対人関係スキル 13 項

目を用い、問題解決スキルに「介入計画の提案」

という項目を足して 25 項目として標的行動を評

価した。 

介入①：コンサルテーションに関する講義（具体

的なスキルについて）とコンサルテーションへの

個別フィードバックを実施した。 

維持①：4 か月後にコンサルテーション場面を録

画し標的行動を評価、介入前と比較した。 

介入②：コンサルテーションに関するフィードバ

ックを実施した。移行期支援に関する知識（当事

者と保護者の支援ニーズや SC の行う移行期支援

行動について）の講義とコンサルテーションのロ

ールプレイ演習の研修を行った。 

維持②：4 か月後にどのような移行期支援ができ

たかについてインタビューを実施した。併せて、
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質問紙調査として移行期支援行動尺度（杉﨑・飯

田、2022）を実施し、得点を pre と維持②で比較

した。 

【結果】 

１.コンサルテーションスキルの推移 

 コンサルテーションスキルの生起率の推移を

図１に示す。具体的には、A の問題解決スキル出

現率は順に 40.0%、32.0%、36.0%、40.0%、40.0％、

対人関係スキルの出現率は順に 53.8％、69.2％、

46.2％、53.8％、53.8%であった。B の問題解決

スキルの出現率は順に 44.0％、36.0％、48.0％、

36.0％、36.0%、対人関係スキルの出現率は順に

53.8％、53.8％、61.5％、61.5％、53.8%であっ

た。C の問題解決スキルの出現率は順に 20.0％、

12.0％、24.0％、32.0％、40.0%、対人関係スキ

ルの出現率は順に 53.8％、53.8％、61.5％、

53.8％、53.8％であった。D の問題解決スキルの

出現率は、44.0％、24.0％、24.0％、32.0％、

28.0％、対人関係スキルの出現率は順に 69.2％、

61.5％、61.5％、53.8％、61.5％であった。 

 

 

 

 
図 1．参加者のコンサルテーションスキルの推移 

 

２.移行期支援行動尺度得点 

 移行期支援行動尺度得点は、pre→維持②の順に

A が 52 点→78 点、B が 83 点→76 点、C が 43
点→41 点、D が 59 点→88 点であった。 

３.インタビュー結果 

 トレーニング後に移行期支援行動尺度得点が上

昇した A は、支援ニーズのある高校生に大学進学

後の適応を見越して自己理解を促す実践ができ、

その理由として「研鑽を積ませてもらった中で、

思ったより早く、ある程度自分なりに見立てがで

きるようになった。」と述べた。同様に上昇した D

は、支援ニーズのある小学校 6 年生や保護者に事

前に面接をして、中学校入学後すぐに支援を開始

することができ、「意識してやるとやらないでは

こうも違うのかという感じで、今回勉強の機会を

いただいて意識できたことで誰にとってもよか

った。子どもにとっても、保護者にとっても、担

任にとっても三方良しですよね。小中連携して情

報共有することで時間のロスがない。」と効果を

感じた点を述べた。得点が下降した B は、難しさ

を感じたこととして「先生の考え方もそれぞれの

中で、共有しても受け止め方が違うので、どんな

ふうに伝えていくのがいいのか考えるところは

ありましたね。引き継いでいった方がいい情報で
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も流れていってしまっていたりすると本当は発

信をしていったほうがいいはずなんだけどどう

伝えたらいいんだろうっていうところ、発信する

ところが苦手だな、難しいなと思いました。」と

述べた。同様に下降した C はできなかったこと、

難しさを感じたこととして「教員との連携が不足

しているかな。勤務体制のこともありますし、時

間のこと、会議に出られないこともありますし。

情報共有できる場が欲しいですね。」と述べた。 

【考察】 

１．コンサルテーションスキルトレーニング効果 

 移行期支援を実施するために、その前提となる

コンサルテーションスキルトレーニングを実施

した。対人関係スキルと比較して問題解決スキル

の生起率が低いことは脇・須藤（2020）の結果と

一致した。本研究では介入を経て問題解決スキル

の生起率の上昇が見られた研究参加者がいるも

のの（C）、今回の研究参加者は pre の時点でスキ

ルが高く、対人関係スキルの生起率は大きな上昇

がみられなかった。この理由として、2 点考えら

れる。1 点目は、事例の同質性の問題が挙げられ

る。今回、学校心理学の専門家であり SC 経験が

ある筆者 2 名、経験年数 20 年以上の SC１名が架

空事例を検討して作成し、学校現場で実際にあり

得る移行期支援のケースを設定したが、内容によ

って対応の難しさが異なった可能性がある。今後

は、時期により事例をランダムに選択し、事例内

容の影響を受けない形での検討が必要である。2
点目は、標的行動を評価する項目の問題である。

脇・須藤（2020）は行動分析理論を背景としたコ

ンサルテーションスキルの評価項目であるため、

必ずしも本研究におけるコンサルテーション場

面と一致するものではなかった。たとえば移行期

支援における、子どもを迎え入れる学校の支援で

は、上の学校段階では情報が限られているため、

子どもの問題行動そのものの詳細な情報を尋ね

る質問項目は出現しないことが多い（例：問題行

動が生起しない場面についての質問、問題行動の

生起頻度）。今後は、事例の内容に沿った評価項

目を検討する必要がある。 
２．移行期支援への効果 

 研究参加者 4 名のうち 2 名で、移行期支援行動

尺度得点の上昇が見られた。上昇した 2 名では、

コンサルテーションスキルおよび移行期支援の

研修により、移行期支援への意識とスキルが高ま

り、関与することができたと考えられる。上昇が

見られた A、D は、SC 経験年数は短期間でも対

人援助職の経験が長いことが背景要因として影

響している可能性もある（石原、2023）。一方、

移行期支援行動尺度得点が下降した 2 名では、教

職員との連携や、学校に対して移行期支援を発信

することの困難さが語られていた。こうしたこと

から、今後のトレーニング及び研修においては、

参加者の臨床経験や学習経験に応じて内容を検

討することが求められる。また、SC から学校に

支援の必要性を発信できるようになることが、移

行期支援の実現には必要である。そのためには学

校組織のアセスメントや伝え方など、発信に必要

な内容を含められるようにすることが重要であ

ると考える。 
３．今後の課題 

 今後の課題について以下 2 点述べる。1 点目と

して、研究参加者の偏りの問題が挙げられる。今

回の参加者はいずれも女性で、自発的に研修に参

加するなど意欲が高かった可能性がある。初任者

に役立つ研修内容を検討する上で、今後は特徴が

異なる初任者を対象とした検証が必要である。2
点目は、トレーニング及び研修内容の改善である。

前述のように、コンサルテーションスキル項目の

検証や、研修内容の修正により、移行期支援の実

践に寄与できるものとして改善を重ねていく必

要がある。 
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